






















































































































































































































































































































2006 年、379 頁）は、2001 年にＮＰＯ法人格を取得した日本のＮＧＯの１つ「シャプラニー
ル」（ベンガル語で「睡蓮の家」という意味）の 34 年間にわたる（現地と日本での）国際




















































































































己財源比率が最も多く（78.0％）、（２）ついで大規模ＮＧＯ（同 1 億円以上）が 70.0％、（３）










































































































だ。そもそもＮＶＣＯの発足（1990 年 3 月）には、ラオス支援に際して 1989 年に「ラオ
スの子どもを救おう、愛の架け橋バザール」が実施され、その売り上げ成果が当初目標の
100 万円をはるかに上回る 213 万円強にも達したことが、強力な後押しとなったのである。
（さらにこのバザー開催への活動を通して、参加者たちは新潟という地方都市が有する資源
［ヒト・モノ・カネ］の大きさに気付いたようだ。）この「愛のかけ橋バザー」は、その後


























4 方針である（第 5 章、関洋介、100―101 頁）。
また活動の原則は「できる時に、できる人が、できることを行なう」というゆるやかなも



















































































が上梓されたのである。確かに奈良県在住の外国人の数は 1 万 1000 人余（2002 年末）と


















実際、当「バンク」による入管申請支援の統計を見ると、2002 年の 1 年間に、合計 183 件、
平均 2 日に 1 回の割合で大阪・天王寺・茨城・奈良・京都・大津・和歌山・名古屋・四日
市などの入管局／出張所に出かけている勘定になる（128 頁。もっとも実際には、複数の申
請先を 1 日で回るということも多いようだ）。


























































国に知られている。近年でも 2009 年の春から夏にかけて、横浜開港 150 周年を記念する「開
国博Ｙ１５０」でさまざまな新奇なイベントが催され、大きな話題を呼んだ。あの「安政の









































































の一翼を担っている人たちである。現在約 25 言語、約 400 名がこの制度に登録し、日本語
が不自由な外国人市民を支援するために区役所・福祉施設などの行政窓口や学校・保育園に
派遣されている。通訳ボランティアには交通費相当だけが支給されている。






































































































































































































































































めに―』（明石書店、2004 年 325 頁）
④シャプラニール（市民による海外協力の会）編『アジア・市民・エンパワーメント 深化




の研究と実践のために―』（明石書店、2007 年 301 頁）
⑦功刀達郎・毛利勝彦編『国際ＮＧＯが世界を変える―地球市民社会の黎明―』（東信堂、
2006 年 240 頁）
⑧新潟国際ボランティアセンター編『地方発国際ＮＧＯの挑戦―グローカルな市民社会に
向けて―』（明石書店、2008 年 351 頁）
⑨福西淳『地域社会での定住外国人労働者支援―「奈良保証人バンク」の身元保証支援活









スモポリス』No.3 2009 年 ,　96 頁）。






















“Think Globally, and Act Locally”」を提唱した。本〈国際社会の試み〉シリーズに
おいても、アルジャーのこの本を何回か取り上げたり、参照したりした。「試み I」（『東
洋英和女学院大学　人文・社会学論集』［1997 年度］第 12 号）151 頁、「試み　III］（『同
論集』［2000 年度］）200 頁、「試み V」（『同論集』［2006 年度］第 24 号）76−77 頁。




行と思われる ｢多文化共生｣ ･ ｢多文化主義｣ などのテーマを直接的に扱うものでは
ないことをお断りする。









（財団法人横浜市交流協会『平成 20 年度事業計画書・平成 20 年度収支予算書』3 頁、
30 頁）。
13） 横浜市国際交流協会（YOKE）「YOKE の事業」、インターネット、ホームページ
http://www.yoke.or.jp/jigyou/jigyou.html　（アクセス日：2009 年 7 月 22 日）。
14） 財団法人横浜市交流協会『平成 20 年度事業計画書・平成 20 年度収支予算書』4 頁。

















年８月 27 日 YOKE 事務所）。























22） 五野井郁夫「路上からの政治」朝日新聞（全国版）、2009 年 3 月 14 日。
23） 五野井郁夫「「公共空間」の政治」、『現代用語の基礎知識 2010』自由国民社、2009 年、
42−43 頁。
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Japanese Citizens’ Social Participation and International 
Cooperation at the Beginning of the 21st Century
MITSUHASHI Toshimitsu
Abstract 
This VIIth Research Study on Transnational Sociology deals with benevolent 
social actions carried out by Japanese citizens as well as those carried out by 
Japanese NGOs in recent years. After surveying the limited literature concerning these 
areas, the author has found the following major points.
1. Almost all individual volunteers who have taken part in volunteer activities 
have experienced gratifying moments, the source of courage for continuing 
their volunteer work.
2. A positive first step to initiate volunteer action is to visit some NGO offices 
and to take part in study tours in developing countries.
3. There are some unique and successful NGOs in Japan, especially in local ar-
eas, blessed with competent personnel, rich in experience and of good char-
acter.
4. Some other successful NGOs are given advice by academic specialists.
5. Mutual cooperation has recently been growing among NGOs, local govern-
ments, business corporations, and academic institutions.
Looking favourably upon the increasing interest and understanding of the 
present-day Japanese toward volunteer work and NGO activities in general, the author 
suggests the need for an adequate institutionalisation of social action at the academic 
level.
